
主な一般会計歳出予算節別執行状況〔2020.4.1～9.30〕

予算額（単位：千円） 執行額（単位：千円） 執行率
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203,976,284 128,306,301 62.9%
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地域住民の福祉増進を図るため貸し付ける経費

行政活動により生じる損失の補償金、被った欠損を補う補填金及び他人に損害を与えた場合の賠償金
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自動車重量税など、一般私人と同様な立場で公租公課を受ける場合の経費
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郡山市財産規則により、備品とされる物品を取得するための経費

特定の事業、研究等を育成、助長するため負担することとなる経費

施設管理や設計・測量等各種事務事業を外部に委託して行わせた場合の対価として支出する経費

自動車借上料や借地借家料等賃貸借契約に基づいて、その対価として支払われる金銭

土地・工作物の造成、製造・改造の工事、工作物の移転・除去工事に要する経費

工事、生産及び工作のため消耗され又は築造物の構成部材となる材料の購入に要する経費

公有財産の取得のための経費

原材料費

公有財産購入費

節名称

合計

市議会議員に支払われる議員報酬や、執行機関及び附属機関等の委員に支払われる委員報酬など

常勤職員に勤務の対価や勤務の反対給付として支給される

職員の扶養手当や通勤手当など給料を補完する目的で加給されるもの

職員の共済組合負担金や社会保険料など

講演会等の講師謝礼、顕彰のための賞品・盾など

出張等公務のために旅行する職員に対して支給する旅行に要する費用

市長、議長等が、行政上や本市の利益のために、団体を代表し外部と交渉するために要する経費

消耗品費や印刷製本費等物品（備品、原材料を除く）の取得及び修繕等に要する経費

郵便料や電話料、運搬料等役務の提供に対して支払われる経費
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郡山市財務部財政課

※予算額は、令和２年６月30日時点で当初予算額、繰越予算額、補正予算額を合算した金額。

※災害補償費、恩給及び退職年金、操出金は、執行目的や執行時期等が限定されるため、また予備費は、執行

率になじまないため執行率算定から除いています。
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中小企業融資にかかる原資預託金を金融機関へ年度

当初に預託 ※年度末に払い戻し
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特別定額給付金

の執行による

主に情報システ

ム維持管理費等

システムの年度

当初の契約によ

るものが多い

事業の進捗が図られ用地取得

等が進んだことによる

令和元年度決算による繰

越金等を基金に積み立て
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